
特定事業所集中減算（令和７年度前期以降）フローチャート 

 

 

 

   

  

 

 

 

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

「特定事業所集中減算に係る届出書」（様式１又は様式１-１）の作成 

※すべての居宅介護支援事業所が作成してください。 

いずれのサービス

も８０％を超えて

いない 

いずれかのサービスで８０％を超えている 

８０％を超えている

サービスにおいて正

当な理由がない 

８０％を超えているサービスにおいて正当な理由がある 

該当する正当な理由の記号を（様式１又は様式１-１）に記載 

正当な理由(1)、(5)、(6)、(7)に該当する場合 
正当な理由(2)、(3)、

(4)に該当する場合 正当な理由が８０％を超えるそれぞれのサービスについて

「特定事業所集中減算に係る理由書」（様式２）を作成 

正当な理由(1)、(5)※1、

(7)に該当する場合 
正当な理由(6)に該当する場合 

(様式１又は様式１-１)及び(様式

２)に下記書類※2を添付して提出 

(控えを５年間保存) 

(様式１又は様式１-１)

及び(様式２)を提出 

(控えを５年間保存) 

提出不要 

(５年間保存) 

(様式１又は 

様式１-１)を提出 

(控えを５年間保存) 

(様式１又は 

様式１-１)を提出 

(控えを５年間保存) 

岡山市で正当な理由に認められるか審査 

減算不要 減算適用 

紹介率最高法人の事業所を位置付け、正当な理由に該当する者について 

 

※1 (5)に該当する → 判定期間中に居宅サービス計画を作成（変更）する際には、「サービス事業所の選択に係る

理由書（サービスの質が高いことに限る）」（参考様式１）を作成し、保存(提出不要)。 

 

※2 (6)に該当する → 「居宅サービス事業所の選択に係る確認書」(参考様式２)を作成し、（様式２）に添付する。 

正当な理由と

認められる 

正当な理由と

認められない 


